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環境安心イノベーションプログラム基本計画 

 

                                 平成２２年４月１日 

                                     産業技術環境局 

                                         製 造 産 業 局 

１．目的 

「新成長戦略（基本方針）」（２００９年１２月閣議決定）に記載されている我が国の強み

を活かした「課題解決型国家」の実現に向け、世界をリードする「グリーン・イノベーショ

ン」などを迅速に推進し、課題解決とともに新たな成長の実現を目指す。 

具体的には、環境安心イノベーションプログラムにおいては、資源制約を克服し、環境と

調和した持続的な経済・社会の構築と、安全・安心な国民生活の実現を図るため、革新的な

技術開発や低炭素社会の構築等を通じた地球全体での温室効果ガスの排出削減、廃棄物の発

生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リユース）、原材料としての再利用（リサイ

クル）推進による循環型社会の形成、バイオテクノロジーを活用した環境に優しい製造プロ

セスや循環型産業システムの創造、化学物質のリスクの総合的な評価及びリスクを適切に管

理する社会システムの構築を推進する。 

 

 

２．政策的位置付け 

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６年

３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進分野

である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究

開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のとおり位置

付けられている。 

○ 「新成長戦略（基本方針）」（２００９年１２月閣議決定） 

 「（１）グリーンイノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」及び「（５）科

学・技術戦略立国戦略」に対応。 

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省） 

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を図る

こととしている。 

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定） 

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－社会システムの改革戦略－早急に取り

組むべき課題「環境・エネルギー等日本の科学技術力による成長と国際貢献」において、

「環境・資源・エネルギー等の世界的制約となる課題の解決に貢献し、技術開発や環境整

備を通じて持続可能な産業体系・社会基盤・生活を実現することにより世界と日本の経済

成長の原動力とするエコイノベーションを実現すべきである。」との方針が示されている。 

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界的課

題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メンテナンス

技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とする技術、製品

中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環境に配慮したもの
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づくり技術として位置づけられている。 

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定） 

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や技術

開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や再生資源

の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の低減を図る」

との方針が示されている。 

同じく、今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略のうち「環境・エネルギー技術

を中核とした経済成長－環境技術・環境ビジネスの展開」において「環境重視・人間重視

の技術革新・社会革新を図る「エコイノベーション」というコンセプトの下、我が国の強

みである「ものづくり」と「環境・省エネ」の技術力を梃子に、持続可能な生産システム

への転換、ゼロエミッション型社会インフラ整備、環境価値を重視した持続可能な生活の

実現に向けた技術革新と社会システム改革を一体的に推進し、その成果をＯＥＣＤ等を通

じて世界に発信する。」との方針が示されている。 

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会議） 

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロジェク

トチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するものである。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられるも

のである。 

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表） 

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。 

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定） 

「低炭素社会を目指し、長期目標を実現するために重要な革新的技術開発の推進及び既

存先進技術の普及促進を行う。」とされている。 

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書（２０

０８年１月） 

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再利用

技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に抽出する

ための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。 

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定） 

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に取り

組むこととしている。 

○ ドリームＢＴジャパン（２００８年１２月ＢＴ戦略推進官民会議取りまとめ） 

バイオテクノロジー（ＢＴ）を活用して、環境に優しい低炭素社会の実現と環境修復の

ための技術開発と実用化支援を行うこととしている。 

 

 

３．達成目標 

Ⅰ．地球温暖化防止新技術 

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目

標を達成するため、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成できる革新的
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技術を開発するとともに、低炭素社会モデル構築に向けた取り組みを推進。 

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減 

 

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成 

（「京都議定書目標達成計画」に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以下の

とおり） 

【目標】  

① エネルギー起源ＣＯ２： ＋１．３～２．３％ 

② 非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．０４％ 

③ メタン： ▲０．９％ 

④ 一酸化二窒素： ▲０．６％ 

⑤ 代替フロン等３ガス： ▲１．６％ 

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ

き、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を定めるも

のをいう（平成１７年４月閣議決定、平成１８年７月一部改定、平成２０年３月全

部改定）。 

 

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ 

「第２次循環型社会形成推進基本計画（平成２０年３月閣議決定）に基づき、２０１５

年度までに以下の目標の達成を図る。 

① 資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン） 

② 循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％） 

③ 最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５７百万トン） 

（備考） 

○ 資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量) 

○ 循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量) 

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又は再

資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築を図ると

ともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的には、工業プ

ロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活用したモノ作り技

術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技術の開発等を通して、

環境調和型産業の創出に資する。 

 

Ⅳ．化学物質総合評価管理 

２００２年に開催されたＷＳＳＤ（持続可能な開発に関する世界首脳会議）において

「化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で使用、生産さ

れることを２０２０年までに達成することを目指す」という国際合意がなされていること

等を踏まえ、化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するため

の技術体系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基
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盤、事業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、

化学物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立す

るとともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

 

 

４．研究開発内容 

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術 

地球温暖化対策のため、排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用物

質に変換する技術を開発し、低炭素社会の構築に資する。 

（ⅰ）共通技術開発等 

地球環境国際研究推進事業 

①概要 

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国際的

な枠組みを活用し、諸外国の先進的取組との研究協力や、発展途上国への技術普及を

進めることにより、世界的な温暖化問題への取り組みを強化する。 

②事業期間 

２００２年度～２０１１年度 

③実施形態 

     諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な体制を構築し実施。 

 

（ⅱ）二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）に関する技術開発 

（１) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発 

①概要 

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の実用化に向け、最大の課題のひとつであるＣＯ

２分離回収コストの大幅低減を目指し、圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２の分離用

に期待されている膜分離技術の実用化のため、分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の高圧下

におけるＣＯ２/Ｈ２選択性の向上、分離膜モジュールの大型化等に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等で発生する圧力ガスか

ら従来の３分の１程度（１，５００円／ｔ－ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２を分離回

収することを可能とする膜分離技術の確立を目指す。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）二酸化炭素貯留隔離技術研究開発 

①概要 

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）（地中貯留及び海洋隔離）の実用化に向け、ＣＣＳ

実施における安全性評価・社会的信頼醸成に必要な基盤技術や手法の開発に重点的に

取り組む。本事業の実施にあたっては、国内外で実施される実証事業等と必要な連携

をしながら取り組む。 

また、本事業で獲得した安全性評価等に関する知見を活用し、ＣＣＳ事業を計画す
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る上での基礎情報である、貯留隔離ポテンシャルの調査を行う。 

②技術目標及び達成時期 

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境・生物影響評価、安

全性評価手法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。 

③研究開発期間 

フェーズ１：２０００年度～２００４年度 

フェーズ２：２００５年度～２０１２年度 

   

    注）本事業は、平成２０年度までの「二酸化炭素地中貯留技術研究開発」（うち実証試

験を除く）と「二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」を統合した

もの。 

   (参考：「二酸化炭素海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」の研究開発期間) 

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度 

フェーズ２：２００２年度～２００６年度 

      フェーズ３：２００７年度～２０１１年度※ 

     ※当初単独事業として２０１１年度まで実施する予定であったが、２００９年度より

地中貯留技術研究開発と事業統合。海底下帯水層への地中貯留等に係る、安全性

評価・環境影響評価等にこれまでの成果を活用する。 

 

（３）二酸化炭素削減技術実証試験委託費 

①概要 

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術の実用化に向けた実証試験を行う。具体的に

は、火力発電所等の大規模発生源から分離回収したＣＯ２を年間約１０万トン規模で

地下帯水層（地下１，０００ｍ程度）等へ貯留する技術を実証するとともに、長期挙

動予測可能な二酸化炭素挙動予測シミュレーション技術、モニタリング技術等の基盤

技術の確立を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１５年度までに、ＣＣＳ技術の本格導入となる、１００万トン／年規模での地

中貯留を実現すために必要な基盤技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００８年度（補正）～２０１３年度 

 

  （４）二酸化炭素回収技術高度化事業 

①概要 

  ＣＯ２の分離回収技術の高度化のため、日米の共同研究により、化学吸収法による新

規固体吸収材の開発を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

  ２０１４年度までに新規固体吸収材を開発し、分離回収コストの低減を図る。 

③研究開発期間 

  ２０１０年度～２０１４年度 
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  （５）二酸化炭素挙動予測手法開発事業 

   ①概要 

     ＣＣＳの実用化に向けて、その安全性評価の高度化や社会的信頼の醸成を推進するた

め、日米の共同研究により、長期挙動シミュレーション技術の比較・更新による高度化

やＣＯ２圧入による地質への影響評価などを実施する。 

   ②技術目標及び達成時期 

     温室効果ガス排出の２０５０年半減に資するため、我が国において、２０２０年頃

に地中貯留を実用化し、民間主体で事業を実施するために必要な、各種モニタリング技

術の開発やシミュレーションの精緻化を図る。 

   ③研究開発期間 

     ２０１０年度～２０１４年度 

 

（ⅲ）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭素

（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減する

ことを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（ⅳ）大規模植林 

バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発 

①概要 

バイオエタノール化に適した高セルロース樹木の効率的生産（選抜育種）を可能と

するバイオ情報の研究を行うとともに不良環境下への耐性強化に係る研究を行う。 

②技術目標及び達成時期 

事業４年目までに、研究開発されたバイオ情報を活用した選抜育種技術等を用いて、

高セルロース樹木、不良環境耐性樹木の実証植林を行う。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

Ⅰ－２．脱フロン等技術 

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）を

開発する。  

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

    エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エネル

ギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための技術開発

を行う。 
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  ②技術的目標及び達成時期 

 既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフロ

ン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を２０１２年頃を目途に開発

する。 

③研究開発期間 

   ２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金） 

  ①概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び運

輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、安全

性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。 

  ②技術的目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開発

する。 

③研究開発期間 

    ２００５年度～２０１０年度 

 

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ 

（ⅰ）金属資源等３Ｒ対策 

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲） 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された後は、

非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されているため、多大

なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に限定されており、

その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。このため、湿式製錬技術を

活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の省エネルギー及び希少金属

等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省エ

ネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上 

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、タン

タル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）希土類金属等回収技術研究開発 

①概要 

今後、普及拡大が見込まれる製品の製造工程において排出されるレアアースを含む
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不要物など技術的・経済的に抽出が困難なレアアース含有物について、レアアース等

有用金属のリサイクル技術の研究開発を行う。 

具体的には、液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスの製造工程等で使用さ

れた低品位状態のレアアースについて高品位化し再利用するための技術開発を実施す

る。 

②技術目標及び達成時期 

液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスなどの精密な表面処理が必要な製品

の研磨に使用されているセリウム等のレアアースを含有する研磨剤について、研磨廃

滓中のレアアース成分と不純物の分離に新たな低温での化学的・物理的プロセスを確

立・導入（具体的には低温での効率的な化学処理や、研磨剤成分ではなく不純物を物

理的に分離する回収プロセスに変更する等）することでレアアース回収プロセスの低

コスト化及びエネルギー使用合理化を目標とする。 

③研究開発期間 

２００８年度（補正）～２０１２年度 

 

（３）希少金属代替材料開発プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

ハイテク製品の製造に不可欠であり世界的な需給逼迫が懸念されるレアメタル（タン

グステン、インジウム、ディスプロシウム）について、ナノテクノロジー等の最先端技

術を活用して、代替材料開発・使用量削減を行う。なお、平成２１年度からは、これま

での対象３鉱種に加えて、白金、セリウム、テルビウム等も研究開発の対象とする。 

②技術目標及び達成時期 

   タングステン、インジウム、ディスプロシウムについては２０１１年度までに、白金、

セリウム、テルビウム等については２０１３年度までに、使用原単位について現状と比

較して削減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能

評価のためにラボレベルで提供（試料提供）できる水準に至るまでの技術を確立するこ

とを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等であることを少なくとも

維持することを前提とする。 

〔対象元素〕               

  ・超硬工具向けタングステン（Ｗ）     

 ・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）     

    ・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ） 

  ・排ガス浄化向け白金族（Ｐｔ）    

  ・精密研磨向けセリウム（Ｃｅ）      

    ・蛍光体向けテルビウム、ユーロピウム（Ｔｂ、Ｅｕ）    

③研究開発期間 

２００７年度～２０１３年度 

 

（ⅱ）水資源制約克服 

（１）環境調和型水循環プラント実証事業（運営費交付金） 

①概要 
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我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を活用し、省水型・環境調和

型の水循環システムを開発するとともに、海外展開等を支援する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに省水型・環境調和型の水循環システムを確立し、以降、国内外

の水不足が深刻な地域へ当該水循環システムを順次普及させる。 

③研究開発期間 

２００９年度～２０１３年度 

 

（２）環境調和型水循環技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境調和

型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

  ２０１３年度までに、以下の技術を開発する。 

 革新的膜分離技術の開発： 

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を５０％以上削減。 

 省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発： 

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を３０％以上削減。 

 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発： 

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを８０％以上削減。 

 高効率難分解性物質分解技術の開発： 

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを５０％以上削減。 

オゾン酸化法等のエネルギーを５０％以上削減。 

③研究開発期間 

２００９年度～２０１３年度 

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発（植物利用高付加価値物質製造基盤技術

開発） 

①概要 

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、省エ

ネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク質等の高

付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質を高効率に高

生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工環境下での高効率

な栽培技術の開発を一体的に進める。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率的に

高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定かつ均一

に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工環境下におい

て確認する。 

③研究開発期間 
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２００６年度～２０１０年度 

 

（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲） 

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーかつ環

境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新的な生産

プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既知遺伝子で構

成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞の創

製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、バイオマスを原料と

して有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファイナリー）ための基盤技

術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞を創

製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反応の多様

化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、バイオマス

を高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産するバイオプロセス

体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー多消

費・廃棄物多排出型であった廃水等処理において、微生物群の構成及び配置等を人為

的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上させ、省エネルギー

で廃棄物も少ない高効率型廃水等処理の基盤技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人為的

に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水等処理に比べよ

り高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化に資するための実証

可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲） 

①概要 

食料と競合しないセルロース系バイオマスからバイオ燃料を製造する革新的技術の開

発を軸に、バイオ燃料生産に有用な遺伝子組み換えによる植物・微生物の開発等、バイ

オ燃料のコスト競争力強化に資するバイオリファイナリーの一環として、ブタノール、

プロピレン等の製造技術の実用化を目指した開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 
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２０１２年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従来技

術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤技術を開

発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を行う。さらに、

プロピレン等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製造の実用化を目指した

技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連携を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理 

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金） 

①概要 

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択の際

に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスクトレード

オフ解析手法を構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイクルに

応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態解析手法

を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金）(再掲) 

①概要 

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価手法、

暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理手法を開発

する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を開発

し、ナノ粒子のリスク評価及び管理の考え方の提言を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、既知の毒性情報を整備したデータ

ベースを基に in silico の類推手法等を用いた予測・評価を可能とする有害性評価支援

システムを構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情報が

搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、及び対象

とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手法を開発する。
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さらに、それらを統合して毒性判断に必要な情報を効率的に抽出する有害性評価支援シ

ステムを構築する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質による

リスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培養系技術

等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いた in vitro 系簡易有害性予測手法、また、ト

キシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現データセットを開

発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を適用

した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒性を予測

評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験に適用し、２

８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成させる。また、標準

的な試験プロトコールを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（５）有害化学物質代替技術開発（運営費交付金） 

①概要 

 有害性が懸念される代替が困難な化学物質について、転換が円滑・迅速になされるよう

代替物質の開発等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１４年度までに、ストックホルム条約等の国際的規制でエッセンシャルユースに限

定して使用が許容されているＰＦＯＳ等の化学物質及び今後規制対象となる可能性がある

ヘキサブロモシクロドデカン（ＨＢＣＤ）等の化学物質のうち、特に代替が困難である１

物質程度について、代替物質の有害性に係る情報を確認しつつ、代替物質の開発、代替プ

ロセスの開発、排出抑制技術開発等を行い、実用性を検証する。 

③研究開発期間 

２０１０年度～２０１４年度 

 

（６）石油精製物質代替等技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 石油製品に添加される有害な物質について、転換が円滑・迅速になされるよう代替技術

等を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１４年度までに、石油精製物質やその機能を向上させるために混合する又は反応さ

せる化学物質であって、環境を経由した人の健康等への悪影響が懸念されるもの（特に、

化審法の第一種特定化学物質、第一種監視化学物質等）のうち、特に代替が困難である２
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物質程度について、代替物質の有害性に係る情報を確認しつつ、代替物質の開発、代替プ

ロセスの開発、排出抑制技術開発等を行い、実用性を検証する。 

③研究開発期間 

２０１０年度～２０１４年度 

Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発 

 土壌汚染対策のための技術開発（運営費交付金） 

①概要 

工場、事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原位置で行う重

金属、VOC（揮発性有機化合物）等、回収・浄化機能を有する低コストな土壌汚染対策技

術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

掘削除去による過度な対策を抑制するため、２０１４年度までに、原位置浄化による

低コストの効率的な土壌汚染対策技術を開発する（現状対策費の１／２のコストを目標）。

また、バイオレメディエーションに使用する菌株の生態系等への影響評価手法の標準化

に関わる開発を行い、バイオレメディエーションの普及を促進する。 

③研究開発期間 

２０１０年度～２０１４年度 

 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

【導入普及促進】 

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場

化対策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。 

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状

況等に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提案、

指導を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良な事例を

公開する。 

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況

等）を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情報提

供手法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。 

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率

先購入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策を適

切に反映するようにしていく。 

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るととも

に、それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民とリス

クコミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。 

公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

【法規制・制度改革】 

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等

に関して検討を行う。 

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策
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を網羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。 

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタ

ヘナ法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断するため

の基盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体制を整備

する。 

【ガイドライン】 

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している

「業種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）について、

３Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。 

【基準・標準化】 

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきもの

については、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、そ

の他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。 

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマ

ス利用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・有効

利用を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や社会情勢

を常に意識しながら計画的に標準化を推進する。 

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ

策定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価方法

の規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。 

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するとと

もに、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施する。 

○ 石油精製物質等簡易有害性評価手法開発については、開発された簡易有害性評価手法

等を２０１４年度を目途に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案

することを検討し、国際標準化を推進する。 

【調達促進】 

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製

品について、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。 

【広報・啓発】 

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行

う。 

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心

として、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビジネ

ス振興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。 

【知的基盤整備】 

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に

資する、情報ネットワークの構築等を図る。 

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品

評価技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。 

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的

機関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報基
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盤整備を図る。 

【国際協力】 

○ 生物多様性条約に基づく遺伝資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関連

企業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術的環境

整備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。 

【他省庁との連携】 

○ 総合科学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総

合的リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンスＰＴ、

社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。 

【プロジェクト等の間の連携】 

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事

業成果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、低炭素社会モデルの

構築に資する効果的なＣＯ２固定化・有効利用システムの実現を図る。 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名に

（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う対応

を行う。 

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や社会

情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施すべき技

術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。 

 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画、

化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。 

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画制

定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工

総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プログラム基

本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。化学

物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４号）は、廃止。 

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１３

号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産

局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第７

号）は、廃止。 

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１５・０

３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログラム基本
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計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログラム基本計

画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第６

号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産

局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第８

号）は、廃止。 

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第５号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第

１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第３号）

は、廃止。 

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第１号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第

２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１０号）

は、廃止。 

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１０号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局弟

３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１１号）

は、廃止。 

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温暖化

防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログラム基本

計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラ

ム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計

画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログラム基本計画に統合

することとし、廃止。 

（９）平成２１年４月１日付け制定。環境安心イノベーションプログラム基本計画（平成１９・

０３・２５産局第７号）は、廃止。 

（１０）平成２２年４月１日付け制定。環境安心イノベーションプログラム基本計画（平成２

１・０３・２３産局第２号）は、廃止。 

 

 

 

 


